
のため環境省などにも相談
をさせて頂いたのち、再エ
ネ100宣言 RE Actionの発
足が決定した。再エネ100
宣言 RE Actionは年間使用
電力量が50GWh未満の企
業を参加の対象とする。ま
た教育や医療機関、自治体
も参加の対象とし、これら
の団体については電気使用
の上限量などの条件を設定
していない。

　当初参加団体数は28
団体だったものが、この１
月初頭に100団体を突破し
た。新型コロナウィルスに
よる非常事態宣言が解除さ
れてからの経済活動の復旧
か、あるいは菅義偉首相の
所信表明演説などによるも
のか定かではないが、2020年秋頃か
らイニシアティブへ参加したいとの問
い合わせのペースが増加している印象
がある。参加の理由としては、規模の
小さい企業は太陽光発電を導入したり
再エネ由来の電力プランに切り替えた
際にそれをアピールするための場とし
て参加されるケースがある。一方で比
較的規模の大きい企業では、再エネの
活用が重要ととらえ、それを宣言し

　私自身はもともと、グリーン購
入ネットワークでの活動に携わってお
り、需要家が環境に配慮した製品や
サービスを購入してそれらの製品の
マーケットを大きくするための取り組
みなどに従事している。グリーン購入
ネットワークは1996年に設立された。
グリーン購入が環境配慮型製品の市場
形成に重要な役割を果たし市場を通じ
て環境配慮型製品の開発を促進し、ひ
いては持続可能な社会の構築に資する
極めて有効な手段であるという認識の
もと、グリーン購入に率先して取り組
む企業や行政、民間団体などによる緩
やかなネットワークとして活動を行っ
ている。私は2020年４月からは、同
ネットワークの会長も拝命している。

　2016年に電力の小売全面自由
化が開始され再エネ由来のものも含め
た電力メニューが各社からリリースさ
れ、またリコーが日本企業として初め
て、事業活動で使用する電力の100％
再エネ化を目指す国際イニシアティブ
であるＲＥ100へ参画し、ＲＥ100へ
の関心が盛り上がってきたことなどを
うけ、ＲＥ100の加盟条件の対象外と
なる中小企業や行政においても、使用
する電力の再エネ100％化に取り組み
たいとの声があがるようになった。こ

トップダウンでのメッセージとして発
信することを目的に参加されるケース
があり、いずれも団体の方々の側から
申し込みを頂いている。

　再エネ100宣言 RE Actionの存
在が十分に知られていないことが挙げ
られる。また、中小企業などでは再エ
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ネ導入にかかる予算や人員、体力の不
足も問題として指摘される。
　ただ、すでにコストアップせずとも
再エネを導入できる様々な手法はあ
る。再エネ100宣言 RE Actionとして
これをアピールしていく。現状では再
エネ＝価格が高い、また不安定などネ
ガティブなイメージを抱かれているの
が現状だ。ＲＥ100に参加するような
大手企業はコストに対してもとくにシ
ビアで、あくまで電気購入単価を重視
した電力メニューを採用しており、大
手企業の再エネ電力調達はなかなか進
んでいない側面もあるのでは。これに
対して、中小企業は大企業に比べて割
高な単価で電気を従来より購入してい
る傾向もあり、再エネ電力に切り替え
ても、必ずしもコストを従来からアッ
プせずに再エネ化できる余地がある。
再エネ100宣言 RE Actionが事例紹介
として取り上げる企業の中にも、再エ
ネ由来の電力プランに切り替えても料
金が高くならなかったと評価している
方がおり、事例も蓄積されてきた。

　最近画期的な取り組みだと感じる
のは、電気自動車(ＥＶ)を使用したケー
スで、蓄電池単独の価格ではまだ高いも
のの、蓄電システムを自動車として購入
するのがリーズナブルであると思う。Ｅ
Ｖ購入時には補助金も活用でき、蓄電容
量も多い。また、自らメガソーラーを持
つ団体が、非化石証書や電源を指定する
トレースの仕組みも活用し、小売電気事
業者を通じそのメガソーラーから再エネ
電力を購入する事例も相次ぎ、この中で
はメガソーラーの環境価値を無駄にしな
いほか、必ずしも自社の敷地内での発電
設備設置にこだわる必要が無い。このほ
かにも、安価な再エネ電力購入を実現す
るリバースオークションの仕組みが環境
省の調達ガイドで取り上げられている。
　また、熱エネルギーの100％再生可
能エネルギー化はハードルが高いもの
の、これを目指し取り組んでいる方も
いる。再エネ100宣言 RE Action参加
団体の染色事業者の方のケースでは、

自社で導入しているバイオマスボイラ
で、地元産木材を積極利用している。
この取り組みもともとは脱炭素化とい
うよりも地元産のエネルギーの使用を
目指したことから始まったが、結果的
に脱炭素化にもつながり評価を受け、
国際的なブランド企業の担当者も視察
に訪れたことがある。エネルギー地産
地消の取り組みから着手したほうが、
100％再エネ化の近道になるケースも
あるのでは。

　再エネ100宣言 RE Actionへの
参加者増加のペースは、まだまだ加
速する必要があり、３年後頃には１万
団体に達することができれば良いと
も考えている。ＲＥ100に参加するグ
ローバル企業の中にはすでに自社で
の使用電力の100％再エネ化に目途が
立った企業もあり、次の段階では中小

企業も含むサプライヤーに100％再エ
ネ化を求める段階となる。日本の大手
企業は、自社の温室効果ガス排出削減
目標が科学的根拠に基づいているとい
うSBT(Science Based Targets)イニシ
アティブの認証を取得する企業の数が
世界的にも多く、SBTにおけるSCOPE
３の目標は、サプライヤーやサプライ
チェーンを含む排出削減の目標項目と
なっている。一方で、グリーン購入
ネットワークにおいて電力契約に関す
るガイドラインも作成しており、そこ
では再エネ電力メニューについて、中
身をしっかりと見たうえでの選択と契
約を推奨している。再エネメニューや
商品の中でも適切な事例のほか、例え
ば大規模な森林伐採を伴う太陽光発電
や持続可能でない輸入燃料によるバイ
オマス発電由来の電力メニューなどの
不適切事例も指摘しており、再エネが
当たり前になってくると、今度はその
中身もしっかり確認する企業がさらに
増えてくるのではないか。


